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令和５年度 健康局 主な事業の実績 

市民の生命・健康と安全を守るため、令和５年度は、新型コロナウイルス感染症対策に引き続き取り

組むとともに、コロナによる健康二次被害への対策、市民の健康づくりの取り組みを進めるほか、医療

提供体制の確保、くらしの安全を守る施策を展開しました。 

【新型コロナウイルス感染症を踏まえた対応】 

１．新型コロナウイルス感染症５類変更に伴う対応等 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが令和５年５月８日より新型インフルエンザ

等感染症（２類相当）から５類感染症に変更されたことに伴い、以下の対応を行いました。 

また、新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組を踏まえ、次の新興感染症の発生およ

びまん延に備えるため、神戸市感染症予防計画の策定に向けて取り組みました。 

（１）相談窓口機能等 〔 259,344 千円 〕 

新型コロナウイルス感染症に関する健康相談、後遺症相談、及びコロナ禍における生活様式等の

変化から生まれる精神的負担に関するこころの相談に対応しました。 

なお、相談窓口について、健康相談は令和６年４月以降、後遺症相談は令和５年 10月以降、各区

保健センターに移行しました。 

（２）医療提供体制・入院調整 〔 873,298 千円 〕

  ５類移行後は、重症者について、入院調整基準を定め、保健所が入院・転院調整を行いました（軽

症・中等症患者は、医療機関間で調整）。また、感染症指定医療機関である中央市民病院等との連携

のもと、重症・中等症患者の受入が可能な体制を確保しました。 

（３）宿泊療養施設の運営 〔 978,465 千円 〕

  要介護高齢者等の療養等のための宿泊療養施設を令和５年９月末まで運営しました。 

（４）高齢者施設等を含めた検査体制 〔 956,971 千円 〕

新型コロナウイルス感染症が疑われる場合に、適切に検査を実施するとともに、高齢者施設等に

おいては、令和６年３月末まで、施設職員への定期的検査、及び陽性者が発生した施設における同一

フロアの方に対する検査を実施しました。

（５）コロナワクチン接種促進 〔 4,926,713 千円 〕 

高齢者・基礎疾患が有る方・医療従事者等については、春夏（５～８月）と秋冬（９～12 月）の

年２回接種を行い、それ以外の方については秋冬の年 1 回接種を行いました。個別接種医療機関で

の接種を中心として、集団接種会場（５カ所）や高齢者施設等での接種、配慮を要する方向けの接種

などを実施しました。 
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（６）新型コロナウイルス感染症の後遺症対策 〔 10,608 千円 〕【一部再掲】 

新型コロナウイルス感染症の療養後の倦怠感や、息苦しさ等の後遺症に関する悩みを抱えている

方への相談窓口である「後遺症相談ダイヤル」を令和５年９月末まで運営しました（10 月以降は各

区保健センターに移行）。また、感染後の健康状態を確認する健診の受診機会や筋力低下を改善する

機会の提供に加え、コロナ罹患後の症状が長引くなど、他疾病の可能性も含め検査が必要と判断さ

れた場合に、医療機関から紹介する先として「新型コロナ後遺症連携病院」を設置し、後遺症に関す

る適正な医療の提供と、後遺症に悩まれる市民の方がより安心感をもって生活を送ることができる

環境整備を行いました。 

（７）コロナによる健康２次被害のための緊急対策 〔 31,077 千円 〕 

コロナ禍による外出機会の減少により、高齢者のフレイルの進行が見込まれる中、特に、転倒によ

り要介護状態になるリスクが高いとされるサルコペニア（筋肉量の減少及び筋力の低下）の増加を

防止するため、緊急重点対策として、71 歳以上の方を対象に、駅前やスーパーなど身近な場所にお

いて、「転倒リスクチェック」を実施し、サルコペニア疑いと判定された方について、リハビリ専門

職等による短期集中プログラムを実施しました。 

また、コロナ禍による生活様式の変更等に伴う生活習慣病の悪化への対応として、とくに健診受

診率の低い世代を主なターゲットとして、健康チェックを気軽に受けられるモデル事業を実施し、

早期発見・早期受診に繋げました。 
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【健康創造都市ＫＯＢＥの推進】 

１．疾病予防・健康づくり 

（１）がん対策の推進 

①がん検診 〔 1,139,093 千円 〕

５大がん（胃・肺・大腸・乳・子宮）検診を実施し、40歳総合健診受診券や、20歳の女性を対象

とした子宮頸がん検診無料クーポン券配布等による受診勧奨を行いました。また、特定健診とがん

検診が同日に受診可能なセット健診を実施するほか、集団健診のＷＥＢ予約システム活用や、大腸

がん検診（郵送方式）へのキャッシュレス決済実施により、利便性の向上を図りました。 

②がん患者の治療と社会参加等の両立支援 〔 35,548 千円 〕

がん患者の療養生活の質（ＱＯＬ）の向上及び経済的負担の軽減と社会復帰を支援するため、抗が 

ん剤や放射線治療等のがん治療の影響による脱毛や手術による乳房切除等、外見の変化への不安を

持つがん患者に対し、ウィッグや人工乳房等の外見補正にかかる用具の購入経費の一部を助成しま

した。 

③子宮頸がん対策 〔 605,153 千円 〕【一部再掲】

子宮頸がん（ＨＰＶ）ワクチンについて、これまでの２価及び４価ワクチンに加え、９価ワクチン

が令和５年４月から定期接種化されたことを周知し、接種の推進を図りました。また、積極的勧奨を

控えてきたことにより定期接種の機会を逃した世代に対する無料接種及び、定期接種の対象年齢を

過ぎて令和４年３月31日までに自費で予防接種を受けた方に対する接種費用の償還払いを引き続き

行いました。 

さらに、20 歳の女性を対象とした子宮頸がん検診無料クーポン配付等によるがん検診の受診勧奨

を行いました。 

（２）歯と口腔の健康づくり対策 

①歯周病対策 〔 67,690 千円 〕

歯の喪失の主な原因である歯周病等を早期発見することを目的に、満 40 歳・50 歳・60 歳の方を

対象とした歯周病検診及び、妊婦と 75歳の方を対象とした歯科健診を実施しました。 

②オーラルフレイル対策 〔 18,328 千円 〕

65 歳に加え、75 歳の市民にも対象を拡大し、地域の歯科医院において、オーラルフレイルチェッ

クを行い、口腔機能の回復を図ることで心身のフレイル予防へと繋げました。

さらに、チェックの結果、口腔機能の低下が認められる場合は、関係機関との連携のもと、家庭で

の自主トレーニングや介護予防サービスへ繋げるためのフォローアップの強化を行いました。 

③フッ化物洗口・塗布の実施 〔 2,767 千円 〕

むし歯予防の効果的な手段であるフッ化物洗口・塗布を、外部人材を活用しながら、小学校のモデ

ルそれぞれ２校において実施し、令和 7年度以降の全市展開に向けて効果検証を行いました。また、

１歳６か月児及び３歳児健診でのフッ化物塗布により、子どもの歯・口の健康づくりを推進しまし

た。 
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（３）食を通じた健康支援 〔 13,568 千円 〕 

 食育ポータルサイト「こうべ食フレ！」や、市内飲食店・食品関連企業の協力により作成したＫＯ

ＢＥ食の応援レシピ等の情報発信、若い世代の食習慣改善を目的とした食育イベント等により、ラ

イフステージに応じた切れ目のない食を通じた健康支援に取り組みました。

（４）予防接種の実施 〔 4,119,703 千円 〕【一部再掲】 

子育て世代の経済的負担軽減のため、任意予防接種である小児のインフルエンザワクチン（１～

13 歳未満）、おたふくかぜワクチン（１～３歳未満）の接種費用を一部助成しました。また、小児が

ん治療等のため、定期予防接種で獲得した抗体が失われた場合に実施する予防接種の再接種にかか

る費用を助成しました。 

子宮頸がん（ＨＰＶ）ワクチンについて、これまでの２価及び４価ワクチンに加え、９価ワクチン

が令和５年４月から定期接種化されたことを周知し、接種の推進を図りました。また、積極的勧奨を

控えてきたことにより定期接種の機会を逃した世代に対する無料接種及び、定期接種の対象年齢を

過ぎて令和４年３月31日までに自費で予防接種を受けた方に対する接種費用の償還払いを引き続き

行いました。 

妊婦の罹患による出生児の先天性風疹症候群（ＣＲＳ）を予防するため、風しん抗体保有率の低い

世代の男性に対する抗体検査・定期予防接種を引き続き実施しました。 

２．難病対策 〔 3,470,131 千円 〕 

原因が不明で治療法が確立していない難病のうち、国が指定する 338 疾病について医療費を助成

したほか、難病患者等に対する相談・支援、地域交流活動の推進及び就労支援等を行う拠点施設とし

て「難病相談支援センター」を運営しました。 

災害時における在宅人工呼吸器使用者の安全確保のため、非常用電源装置等の購入に係る費用の

一部を助成しました。 

３．精神保健福祉対策  

（１）各種相談の実施 〔200,612 千円 〕【一部再掲】 

各区保健福祉部、精神保健福祉センターにおいて、当事者・家族等からの精神疾患に関する相談を

受ける精神保健福祉相談を実施するほか、精神保健福祉手帳の新規申請者に対して、保健師等によ

る全員面接を実施し、精神疾患患者の抱える問題の早期発見と早期治療を促進しました。 

また、自殺対策として「神戸市こころといのちの電話相談」を運営するほか、アルコール、ギャン

ブル等の依存症対策として、兵庫県と共同で設置している「ひょうご・こうべ依存症対策センター」

での電話相談や、精神保健福祉センターでの専門相談を実施しました。 

（２）精神障害者の地域移行・地域定着の推進 〔 31,099 千円 〕 

退院可能な精神障害者が、地域での生活に円滑に移行できるよう、精神科病院の入院経験等自ら

の経験をもとに具体的アドバイスができるピアサポーターの養成及びピアサポーターによる精神科

病院での支援活動等により、地域移行・地域定着の取り組みを推進し、「精神障害にも対応した地域

包括ケアシステム」の構築に向けた取り組みを進めました。 

また、措置入院等の精神障害者が、必要な医療・介護・福祉等の支援を途切れさせることなく地域

で暮らせるよう、継続支援チームによる支援を行いました。 
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４．人生会議（ＡＣＰ）の普及・啓発 〔 6,819 千円 〕 

自分らしい生き方を人生の最終段階まで続けることができるよう、希望する医療・ケアについて、

本人が家族や医療・介護従事者等、身近な人と早い段階から繰り返し話し合う「人生会議（ＡＣＰ：

アドバンス・ケア・プランニング）」について、幅広い世代の方に理解いただけるよう市民向けパン

フレットの配布や講演会の開催等により普及・啓発を行いました。

５．医療・介護レセプトデータ等を活用した医療・介護予防の実施 〔 73,650 千円 〕 

健診や医療・介護レセプト等のデータ活用により、ハイリスク者に対する個別支援やつどいの場

における健康教育・相談等を行い、効果的な疾病予防やフレイル予防に取り組みました。 

６．保健所のＤＸ推進 〔 69,265 千円〕 

市民の利便性向上や業務の効率化を図るため、精神保健福祉・結核業務等における市民の健康相

談や健康支援等を記録する際のクラウドサービスの活用や医務・薬務に関する許認可等の申請にお

ける神戸市スマート申請システム（e-KOBE）の活用に向けた台帳システムの整備により、保健所業務

のＤＸを推進しました。 

また、衛生監視事務所業務においても、全文検索ツールを導入しデータの検索性を向上させる等、

引き続きＤＸによる業務の効率化を図りました。 
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【医療提供体制の確保】 

１．地域医療の確保 

（１）救急医療体制の整備 〔 822,953 千円 〕 

市民がそれぞれの症状に応じた治療を受けることができるよう、初期（一次）から三次までの救急

医療体制を確保しました。 

軽症患者に対応する市内４か所の急病診療所の運営により、二次・三次救急医療機関の負担を軽

減し、持続可能な救急医療体制を確保しました。 

（２）北神地域急性期医療の充実 〔 110,000 千円 〕 

北神地域の急性期医療の充実を図るため、「北神・三田地域の急性期医療の確保に関する検討委員

会」での議論を踏まえ、三田市民病院と済生会兵庫県病院の再編統合による新統合病院の整備に向

けた取り組みを行いました。 

また、地域周産期母子医療センターの機能維持に対する支援を引き続き行いました。 

２．市民病院の運営 〔 8,630,205 千円 〕 

地域医療機関との連携・役割分担のもと、救急医療や高度・専門医療等の政策的医療を担い、質の

高い医療を安定的に提供することで市民の生命と健康を守る役割を果たすとともに、いち早く市民

に最新の医療を提供できるよう、神戸医療産業都市の中核機関である中央市民病院の臨床研究推進

センターを中心に、治験・臨床研究のさらなる推進を図りました。

近年多発している病院をターゲットにしたサイバー攻撃への対応や、４病院間で診療情報を利活

用するための共通基盤を整備し、医療情報の連携強化の取り組みを進めました。 

また、「新西市民病院整備基本計画」を踏まえ、新西市民病院の整備に向けた取り組みを行いまし

た。 

３．神戸市看護大学の運営・地域への貢献 〔 1,060,929 千円 〕 

保健・医療の教育研究拠点として、社会的ニーズに対応した幅広く高い能力を持つ看護人材の育

成や、学術研究、地域貢献活動、国際交流の推進等により、学術の発展並びに市民の健康と生活の質

の向上に取り組みました。 

令和５年度入学者より入学金を引き下げ、市内医療機関等に就職した令和４年度卒業生より市内

就職奨励金制度を設けるなど、優秀な学生の確保と市内医療機関等への看護人材の供給を図りまし

た。 
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【くらしの安心を守る】 

１．健康科学研究所における健康危機管理 〔 317,410 千円 〕 

市民の安心・安全を守るため、感染症・食中毒などの健康危機管理事案に関する検査・研究、食品

衛生や環境衛生に資する行政検査、ならびに、新型コロナウイルスの変異株の発生動向を把握する

ためのゲノムサーベイランスを実施しました。 

２．墓園のあり方検討・運営の効率化 〔 43,508 千円 〕 

墓地に対する市民の意識やニーズが変化している状況を受けて開催した有識者会議の意見を踏ま

え、子や孫に承継を前提としない墓地需要への対応として期限付き墓地に加え、自然回帰志向の高

まりへの対応として樹林葬墓地、また、生前の葬儀・納骨予約の手続きを市が支援する仕組み（エン

ディングプラン・サポート事業）など、将来を見据えた今後の神戸市立墓園として取り組むべき方向

性について検討を行いました。 

また、西神墓園に加え、鵯越墓園、舞子墓園の墓園管理事務所業務についても民間活力を導入し、

より効率的な管理運営を行いました。 

３．銭湯の経営支援及び活性化 〔 173,816 千円 〕 

（１）銭湯の利用促進 

一般公衆浴場の入浴料金の値上げ分（統制料金 450 円→490 円）について、市民の方が現在の価格

で利用することが出来るよう、激変緩和措置を行いました。 

令和４年度に実施した市内大学生入浴無料割引事業の結果を踏まえ、対象年齢を拡大し 18 歳～30

歳の市民を対象にするとともに、周遊性を高めるためにデジタルスタンプラリー及び入浴料金割引

を実施することにより、若者世代の利用を促進し、銭湯の活性化を行いました。また、地域子育て入

浴割引及び老朽化した設備の改修助成制度も引き続き実施しています。 

（２）一般公衆浴場の新規許可の再開 

自家風呂の普及率は高いものの、低廉な料金により入浴しやすい環境を促進することは、市民の

健康の維持、衛生上の観点から重要であるため、平成 18 年以降見合わせていた一般公衆浴場の新規

許可を再開しました。 

４．動物愛護の推進 〔 86,247 千円 〕 

神戸市人と猫との共生に関する条例に基づく「神戸市人と猫との共生推進協議会」が実施する野

良猫の繁殖制限事業を拡充しました。 

また、しあわせの村内の動物愛護拠点「こうべ動物共生センター」において、犬猫の引取数や殺処

分数のさらなる低減に向けた犬猫の譲渡会や、動物を介して人の健康に寄与するアニマルセラピー

を実施しました。 

さらに、地域における猫やハトなどへの不適切な餌やりを防止するため、地域の高齢者による「餌

やり指導パトロール」を実施しました。 
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５．能登半島地震の被災地における健康・医療支援 〔 4,800 千円 〕 

  令和６年１月１日に発生した能登半島地震の被災地である輪島市および珠洲市へ保健師等を派遣

し、避難所・在宅避難者の健康支援および自治体保健部門の後方支援を実施しました。 
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Ⅰ 一 般 会 計
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予 算 現 額 決 算 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額
決算
明細
書頁

47,710,940,000 35,150,256,013 524,287,000 12,036,396,987

1 衛 生 総 務 費 15,337,547,000 14,380,001,581 11,550,000 945,995,419 77

2 公 衆 衛 生 費 29,468,707,000 18,498,499,629 199,437,000 10,770,770,371 78

3 環 境 衛 生 費 2,904,686,000 2,271,754,803 313,300,000 319,631,197 80

13 1,070,536,000 1,060,929,020 0 9,606,980 107

9 看 護 大 学 費 1,070,536,000 1,060,929,020 0 9,606,980 113

48,781,476,000 36,211,185,033 524,287,000 12,046,003,967 121歳 出 合 計

5 衛 生 費

歳 出

款 項

教 育 費

77
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（参考）　都市整備等基金による土地の先行取得状況

（金利額）外書

面積　㎡ 金額　円

1
(25,351,988)

2
90,415,197

(25,351,988)

90,415,197

総 合 計 479.55

事業名（用途）

R６年３月31日　現在残額
R４年度末時点
の利用状況

買戻し予定

環 境 保 健 研 究 所 の 所 属 換 479.55 健康科学研究所として使用。
令和10年度買い戻し
完了予定
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Ⅱ 介護保険事業費
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